
 

議案第１７号 

 

令和３年度愛西市一般会計補正予算（第１３号） 

 

令和３年度愛西市の一般会計補正予算（第１３号）は、次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１,０２０,６２７千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２７，１４５，２３６千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の追加及び変更は、「第３表 地方債補正」による。 

  

令和４年３月３日提出 

 

    愛西市長 日 永 貴 章      
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第２表 繰越明許費補正 

 

追 加                                                       ［ 単位：千円 ］ 

款 項 事 業 名 金 額 

２ 総務費 

３ 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳事業 1,980 

９ 
新型コロナウイルス

感染症対策費 
子育て世帯への臨時特別給付金事業 21,175 

６ 農林水産業費 １ 農業費 農業委員会事業 600 

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 道路新設改良一般事業 581 

10 教育費 ２ 小学校費 小学校トイレ改修事業 55,002 

 

 

 

第３表 地方債補正 

追 加                                                       ［ 単位：千円 ］ 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

移動系防災行政無線

設備更新事業 
38,700 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年 6.0％以内 

（ただし、利率見直し方式で

借り入れる政府資金及び地

方公共団体金融機構資金

について、利率の見直しを

行った後においては、当該

利率見直し後の利率） 

借入先の融通条件による。

ただし、市財政の都合により

据置期間及び償還期限を

短縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えすること

ができる。 
小中学校トイレ改修事業 36,000 
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変 更                                                       ［ 単位：千円 ］ 

起債の目

的 

補  正  前 補  正  後 

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

地 盤 沈 下

対 策 事 業 
24,300 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年 6.0 ％

以内 

（ただし、

利率見直

し 方 式 で

借 り 入 れ

る 政 府 資

金及び地

方公共団

体金融機

構資金に

つ い て 、

利率の見

直 し を 行

っ た 後 に

お い て

は 、 当 該

利率見直

し 後 の 利

率） 

借入先の融

通条件によ

る。ただし、

市財政の都

合 に よ り 据

置 期 間 及

び 償 還 期

限 を 短 縮

し 、 又 は 繰

上償還若し

くは低利に

借換えする

こ と が で き

る。 

35,800 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年 6.0 ％

以内 

（ただし、

利率見直

し 方 式 で

借 り 入 れ

る 政 府 資

金及び地

方公共団

体金融機

構資金に

つ い て 、

利率の見

直 し を 行

っ た 後 に

お い て

は 、 当 該

利率見直

し 後 の 利

率） 

借入先の融

通条件によ

る。ただし、

市財政の都

合 に よ り 据

置期間及び

償還期限を

短 縮 し 、 又

は繰上償還

若 し く は 低

利に借換え

す る こ と が

できる。 

湛 水 防 除

事 業 
28,600 49,900 

特 定 農 業

用 管 水 路

特 別 対 策

事 業 

45,900 87,700 

水 質 保 全

対 策 事 業 
19,200 22,300 

水 環 境 

整 備 事 業 
69,700 69,300 

緊 急 農 地

防 災 事 業 
38,800 38,600 

 

































１．特  別  職

[単位：千円] 

期末手当

（人）
年間支給
率（月分）

11,566

3.35月

29,845

3.35月

1,067 156,379 28,572 41,411 135 226,497 36,172 262,669

11,566

3.35月

29,845

3.35月

1,093 156,808 28,572 41,411 135 226,926 36,172 263,098

△ 26 △ 429 △ 429 △ 429計

そ の 他 △ 26 △ 429 △ 429

比  較

長 等

議 員

67,720

△ 429

計

118,933 29,265 148,198

そ の 他 1,072 67,720 67,720

135 40,273 6,907 47,180
市長
副市長
教育長

議 員 18 89,088

67,291 67,291

計

補正前

長 等 3 28,572

議 員 18 89,088

そ の 他 1,046 67,291

6,907 47,180
市長
副市長
教育長

118,933 29,265 148,198

計

補正後

長 等 3 28,572 135 40,273

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

区     分
職員数

給            与            費

共済費 合  計 備  考

報   酬 給   料
その他
の手当
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２．会計年度任用職員

　総　　括

[単位：千円]

報　　酬 期末手当 計

（ 274 ）

（ 274 ）

（ 0 ）

備　考 1

2

区　分

職員数 給　　　　　　与　　　　　　費

共　済　費

0

補 正 前 310,716 51,321 362,037 45,498

合　　計 備　　　　　考

（人）

補 正 後 310,147 51,321 361,468 45,498 406,966

0

0 △ 569 0 △ 569△ 569

407,535

0

この表は、報酬をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基
礎となったものについて記載。

（　）内は、会計年度任用職員数のうちパートタイム会計年度任用職員については外書き。

比 較
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